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（歳入）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)
（Ａ） （％） （Ｂ） （％） (Ｃ)　(千円) （％）

１ 保　　険　　料 1,431,000 24.0 1,415,000 24.6 16,000 1.1

　① 現 年 度 分
　 特別徴収保険料

　② 現 年 度 分
　 普通徴収保険料

　③ 滞納繰越分
　 普通徴収保険料

２ 使 用 料 及 び
　 手　　数　　料

３ 国 庫 支 出 金 1,171,534 19.6 1,159,127 20.1 12,407 1.1

　(1) 国庫負担金 1,031,421 17.3 991,841 17.2 39,580 4.0

　(2) 国庫補助金 140,113 2.3 167,286 2.9 △ 27,173 △ 16.2

４ 支払基金交付金 1,548,475 25.9 1,495,297 26.0 53,178 3.6

５ 府　支　出　金 835,296 14.0 807,686 14.0 27,610 3.4

　(1) 府 負 担 金 790,888 13.2 765,159 13.3 25,729 3.4

　(2) 府 補 助 金 44,408 0.8 42,527 0.7 1,881 4.4

６ 財　産　収　入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

７ 寄　　附　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

８ 繰　　入　　金 984,371 16.5 874,750 15.2 109,621 12.5

 (1)一般会計繰入金 867,402 14.5 829,754 14.4 37,648 4.5

 (2)介護給付費
　　準備基金繰入金

９ 繰　　越　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 諸　  収　  入 3,123 0.0 3,123 0.1 0 0.0

 (1) 延滞金、加算
　　 金及び過料

 (2) 雑　 　　入 3,121 0.0 3,121 0.1 0 0.0

合　　　計 5,973,852 100.0 5,755,036 100.0 218,816 3.8

2 0.0 2 0.0 0 0.0

116,969 2.0 44,996 0.8 71,973 160.0

50 0.0 50 0.0 0 0.0

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

95,000 1.6 94,000 1.6 1,000 1.1

介護保険特別会計歳入歳出当初予算額対前年度比較表

令和５年度 令和４年度

科　　　目

1,335,000 22.4 1,320,000 23.0 15,000 1.1
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（歳出）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)
（Ａ） （％） （Ｂ） （％） (Ｃ)　(千円) （％）

１ 総　　務　　費 79,405 1.3 69,912 1.2 9,493 13.6

　(1) 総務管理費 40,704 0.7 32,333 0.6 8,371 25.9

　(2) 徴　収　費 959 0.0 909 0.0 50 5.5

　(3) 介護認定審
　　　査会費

　 ① 介護認定審
　　　査会費

　 ② 認定調査等費 20,274 0.3 18,381 0.3 1,893 10.3

　(4) 趣旨普及費 2,353 0.0 2,285 0.0 68 3.0

　(5) 計画策定委
　　　員会費

２ 保 険 給 付 費 5,607,111 93.9 5,406,159 93.9 200,952 3.7

 (1) 介護サービス
　　 等諸費

 (2) 介護予防サー
　　 ビス等諸費

 (3) その他諸費 6,180 0.1 5,772 0.1 408 7.1

 (4) 高額介護サー
　　 ビス等費

 (5) 高額医療合算介
　　 護サービス等費

 (6) 特定入所者介護
　　 サービス等費

３ 地域支援事業費 278,694 4.7 270,323 4.7 8,371 3.1

 (1) 包括的支援事業
　　　任意事業費

147,586 2.5 135,219 2.3 12,367 9.1

４ 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

５ 公　　債　　費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

６ 諸　支　出　金 3,541 0.0 3,541 0.1 0 0.0

７ 予　　備　　費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

合　　　計 5,973,852 100.0 5,755,036 100.0 218,816 3.8

0.2
（4）その他諸費

425 0.0 424 0.0 1

△ 3.7

（3）一般介護予防
　　 事業費 32,560 0.6 32,750 0.6 △ 190 △ 0.6

 (2) 介護予防・生活支
援 サービス事業費

98,123 1.6 101,930 1.8 △ 3,807

120,202 2.0 136,666 2.4 △ 16,464 △ 12.0

22,463 0.4 22,463 0.4 0 0.0

144,205 2.4 144,205 2.5 0 0.0

144,589 2.4 143,725 2.5 864 0.6

5,169,472 86.6 4,953,328 86.0 216,144 4.4

4,350 0.1 5,270 0.1 △ 920 △ 17.5

10,765 0.2 10,734 0.2 31 0.3

令和５年度 令和４年度

科　　　目

31,039 0.5 29,115 0.5 1,924 6.6
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令和５年度木津川市介護保険特別会計予算説明 

 

 

第１ 予算編成概要 

  この特別会計は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第３条第２項の規定に基づ

き、収入支出に係わる経費を明確にするため設置するものである。 

  介護保険特別会計の構成は、主に「総務費」、「保険給付費」、「地域支援事業費」に区

分され費用負担が定められている。 

  「保険給付費」についての費用負担は、総額の２分の１を公費（税金を財源とする国・

地方公共団体の負担金）で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになる。 

  公費分の負担割合は、国が介護給付費負担分として２５％（施設給付は１５％）、都道

府県が１２．５％（施設給付は１７．５％）、市町村が１２．５％となっている。保険料

の負担割合は、第１号被保険者が２３％、第２号被保険者が２７％となっている。 

  また、「地域支援事業費」の費用負担についても、介護予防・生活支援サービス事業費、

一般介護予防事業費及びその他諸費（審査支払手数料）については、総額の２分の１を

公費で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が２

５％、都道府県が１２．５％、市町村が１２．５％となっている。保険料の負担割合は、

第１号被保険者が２３％、第２号被保険者が２７％となっている。包括的支援事業・任

意事業費については、総額の７７％を公費で賄い、残りの２３％を第１号被保険者の保

険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が３８．５％、都道府県が１９．

２５％、市町村が１９．２５％となっている。 

  総務管理費や介護認定審査会費等の「総務費」については、市の一般会計からの繰入

金となる。 

 

  令和５年度木津川市介護保険特別会計は、第８期木津川市介護保険事業計画の最終年

度にあたるため、前年度に実施したアンケート調査結果に基づく現況把握、課題分析や

次期計画策定に係る経費を新たに計上した。 

  また、新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いが終了すること

に伴い、認定調査に係る諸経費を増額計上したほか、毎年増加傾向にある保険給付費を

要介護認定者数の動向やこれまでの実績を踏まえて算定し、今後も健全な介護保険事業

を運営するために必要となる予算を、一般会計予算担当課と協議の上、編成した。 
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第２ 一般状況 

 １ 被保険者の推移 

   令和５年度の介護保険第１号被保険者を２０，２２４人と想定した。 

  （うち、特別徴収対象者を１８，９１５人、普通徴収対象者を１，３０９人と想定） 

 

年  度 特別徴収対象者 構成比 普通徴収対象者 構成比  合  計 

令和４年度 １８，６９８人 93.5% １，３０４人 6.5% ２０，００２人 

令和５年度 １８，９１５人 93.5% １，３０９人 6.5% ２０，２２４人 

  ※基準日は、各前年１１月１日現在。 

 

 ２ 要介護（要支援）認定者数の状況 

 要介護度 
要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
合 計 

令 

和 

３ 

年 

１２ 

月 

末 

第 1 号被保険者 456 人 517 人 655 人 619 人 469 人 466 人 249 人 3,431 人 

第 2 号被保険者 8 人 11 人 7 人 16 人 10 人 8 人 8 人 68 人 

合  計 464 人 528 人 662 人 635 人 479 人 474 人 257 人 3,499 人 

構成比 (%) 13.3 15.1 18.9 18.2 13.7 13.5 7.3 100.0 

令 

和 

４ 

年 

１２ 

月 

末 

第 1 号被保険者 513 人 511 人 630 人 645 人 508 人 491 人 251 人 3,549 人 

第 2 号被保険者 5 人 9 人 10 人 18 人 10 人 8 人 10 人 70 人 

合  計 518 人 520 人 640 人 663 人 518 人 499 人 261 人 3,619 人 

構成比 (%) 14.3 14.4 17.7 18.3 14.3 13.8 7.2 100.0 

 

第３ 保険給付事業 

   令和５年度の保険給付費については、「第８期木津川市介護保険事業計画」における

保険給付費の推計額と令和４年度の実績等を比較して伸びを予測し、予算の編成を行

った。 

令和５年度の予算総額は次のとおりであるが、令和５年度木津川市介護保険特別会

計に占める割合は、約９３．９％とその大部分を占めている。 
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★ 年度別介護保険給付費額（各年度当初予算） 

 保険給付費予算総額 

（千円） 

対前年度比 

 (%) 

令和４年度 ５，４０６，１５９    105.3 

令和５年度 ５，６０７，１１１    103.7 

 

１ 介護サービス等諸費 

（1） 居宅介護サービス給付費については、１か月当り２０８，０００千円と推計

し、年間２，４９６，０００千円とした。 

（2） 地域密着型介護サービス給付費については、１か月当り５７，０００千円と

推計し、年間６８４，０００千円とした。 

（3） 施設介護サービス給付費については、１か月当り１４０，０００千円と推計

し、年間１，６８０，０００千円とした。 

（4） 居宅介護福祉用具購入費については、１か月当り６７３千円と推計し、年間

８，０７６千円とした。 

（5） 居宅介護住宅改修費については、１か月当り１，５００千円と推計し、年間

１８，０００千円とした。 

（6） 居宅介護サービス計画給付費については、１か月当り２３，６１６千円と推

計し、年間２８３，３９２千円とした。 

 

２ 介護予防サービス等諸費 

（1） 介護予防サービス給付費については、１か月当り８，６６４千円と推計し、

年間１０３，９６８千円とした。 

（2） 地域密着型介護予防サービス給付費については、１か月当り２５０千円と推

計し、年間３，０００千円とした。 

（3） 介護予防福祉用具購入費については、１か月当り１９０千円と推計し、年間

２，２８０千円とした。 

（4） 介護予防住宅改修費については、１か月当り約１，１１１千円と推計し、年

間１３，３３０千円とした。 

（5） 介護予防サービス計画給付費については、１か月当り１，８３４千円と推計

し、年間２２，００８千円とした。 
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３ その他諸費 

   審査支払手数料については、１か月当り５１５千円と推計し、年間６，１８０千 

円とした。 

 

 ４ 高額介護サービス等費 

   高額介護サービス等費については、１か月当り１２，０１７千円と推計し、年間 

１４４，２０４千円とした。 

 

 ５ 高額医療合算介護サービス等費 

   高額医療合算介護サービス等費については、１か月当り約１，８５５千円と推計し、

年間２２，２６３千円とした。 

 

 ６ 特定入所者介護サービス等費 

   特定入所者介護サービス等費については、１か月当り１０，０００千円と推計し、 

年間１２０，０００千円とした。 

 

第４ 歳 入 

 １ 保険料 

   令和５年度の介護保険料は、第１号被保険者の総数を２０，２２４人と想定した。 

第１号被保険者保険料においては、特別徴収保険料見込額１，３３５，０００千円、 

普通徴収保険料見込額を９５，０００千円、滞納繰越分を１，０００千円とし、保険

料の総額を１，４３１，０００千円とした。（内、保険給付費充当分１，３７１，６８

６千円、地域支援事業費充当分５０，７７７千円） 

 

 ２ 使用料及び手数料 

   介護保険料の滞納者に対する督促手数料として、５０千円を計上した。 

 

 ３ 国庫支出金 

(1) 国庫負担金 

    介護給付費の国庫負担分として、当該年度における保険給付費額５，６０７，１

１１千円に１００分の２０（施設給付は１００分の１５）を乗じた額１，０３１，

４２１千円を計上した。 

(2) 国庫補助金 

調整交付金として、当該年度における保険給付費額５，６０７，１１１千円に１ 

００分の０．６９（想定交付割合）を乗じた額３８，６８９千円を計上した。 

  地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業国庫負担分として、当該年度
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における介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費

（審査支払手数料）額１３１，１０８千円から利用者負担分３，１２０千円を除き、

１００分の２０．６９を乗じた額２６，４８０千円を計上した。 

地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業国庫負担分として、当該年度におけ

る包括的支援事業・任意事業費額１４７，５８６千円から利用者負担分１千円を除

き、１００分の３８．５を乗じた額５６，８２０千円を計上した。 

市町村の自立支援・重度化防止等の取組に対する保険者機能強化推進交付金につ

いて、８，５０２千円を計上した。 

 保険者機能強化推進交付金に加え、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点

的に支援するために創設された保険者努力支援交付金について、９，６２２千円を

計上した。 

 

 ４ 支払基金交付金 

    介護給付費の社会保険診療報酬支払基金負担分（第２号被保険者分）として、当

該年度における保険給付費額５，６０７，１１１千円に１００分の２７を乗じた額

１，５１３，９１９千円を計上した。 

    地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業社会保険診療報酬支払基金負

担分（第２号被保険者分）として、当該年度における介護予防・生活支援サービス

事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費（審査支払手数料）額１３１，１０８

千円から利用者負担分３，１２０千円を除き、１００分の２７を乗じた額３４，５

５６千円を計上した。 

 

 ５ 府支出金 

(1) 府負担金 

    介護給付費の府負担金分として、当該年度における保険給付費額５，６０７，１

１１千円に１００分の１２．５（施設給付分は１００分の１７．５）を乗じた額７

９０，８８８千円を計上した。 

(2) 府補助金 

  地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業府負担分として、当該年度に 

おける介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費（審 

査支払手数料）額１３１，１０８千円から利用者負担分３，１２０千円を除き、１ 

００分の１２．５を乗じた額１５，９９８千円を計上した。 

  地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業府負担分として、当該年度における 

包括的支援事業・任意事業費額１４７，５８６千円から利用者負担分１千円を除き、 

１００分の１９．２５を乗じた額２８，４１０千円を計上した。 
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 ６ 財産運用収入 

    介護給付費準備基金利子として、１千円を計上した。 

 

 ７ 寄附金 

一般寄附金として、１千円を計上した。 

 

 ８ 繰入金 

(1) 一般会計繰入金 

① 介護給付費繰入金 

   介護給付費の市負担分として、当該年度における保険給付費額５，６０７，１

１１千円に１００分の１２．５を乗じた額７００，８８８千円を計上した。 

② 地域支援事業繰入金 

   地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業市負担分として、当該年度

における介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸

費（審査支払手数料）額１３１，１０８千円から利用者負担分３，１２０千円を

除き、１００分の１２．５を乗じた額１５，９９８千円を計上した。 

   地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業市負担分として、当該年度におけ

る包括的支援事業・任意事業費額１４７，５８６千円から利用者負担分１千円を

除き、１００分の１９．２５を乗じた額２８，４１０千円を計上した。 

③ 事務費繰入金 

  事務費繰入金についての内訳としては、総務管理費に４０，７０４千円、徴収

費に９５９千円、介護認定審査会費に３１，０３９千円、趣旨普及費に２，３５

３千円、計画策定委員会費に４，３５０千円、また、公債費の利子として１００

千円の合計７９，５０５千円から督促手数料５０千円を除き、７９，４５５千円

を計上した。 

④ 低所得者保険料軽減繰入金 

  低所得者保険料軽減強化の費用として、介護保険料第１段階の保険料基準額に

対する割合を０．４５から０．３０に、また、介護保険料第２段階の保険料基準

額に対する割合を０．６５から０．５０に軽減するため、４２，６５１千円を計

上した。 

(2) 基金繰入金 

 介護給付費準備基金繰入金として、１１６，９６９千円を計上した。 

 

 ９ 繰越金 

    前年度繰越金として、１千円を計上した。 
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１０ 諸収入 

(1) 延滞金、加算金及び過料 

① 第１号被保険者延滞金 

  第１号被保険者の保険料延滞金として、１千円を計上した。 

② 過料 

  介護給付費の過料として、１千円を計上した。 

(2) 雑入 

  雑入として、一般介護予防事業の生きがい対応型デイサービス事業利用者負担金

１，９２０千円、一般高齢者運動器機能向上事業利用者負担金１，２００千円及び

成年後見制度市長申立て本人負担金１千円を計上した。 

 

第５ 歳 出 

 １ 総務費 

   総務管理費に、非常勤職員の報酬、会計年度任用職員の報酬及び事務執行に要する

通信運搬費等として４０，７０４千円、徴収費に９５９千円、介護認定審査会費に３

１，０３９千円、介護保険制度の普及・啓発を図るための趣旨普及費に２，３５３千

円、計画策定委員会費に４，３５０千円を計上した。 

 

 ２ 保険給付費 

   要介護者及び要支援者に対する保険給付費は、支出の大部分（予算に占める割合は

約９３．９％）を占める。 

   高齢者人口の増加による給付費の上昇を見込み、本年度は５，６０７，１１１千円

を計上した。 

 

 ３ 地域支援事業費 

   被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態

となった場合でも可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよ

う支援するとともに、地域における包括的・継続的なマネジメント機能を強化するた

めの地域支援事業費について、２７８，６９４千円を計上した。 

   科目別の主な予算額は次のとおりである。 

 (1) 包括的支援事業・任意事業費は、権利擁護事業に１，８７０千円、包括的・継続

的マネジメント支援事業に、７７，７２７千円、任意事業として家族介護支援事業（紙

おむつ給付事業、家族介護慰労事業）に２０，３８０千円、成年後見制度利用支援事

業に３，９６３千円、地域自立生活支援事業（配食サービス事業）に５，４００千円、

認知症サポーター等養成事業に１２３千円を計上した。又、在宅医療・介護連携推進

事業に３，８１９千円、生活支援体制整備事業に１１，７６４千円、認知症総合支援
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事業（認知症対応型カフェ事業、認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア向

上事業）に２２，４６０千円、地域ケア会議推進事業に８０千円を計上した。 

（2）介護予防・生活支援サービス事業費は、介護予防・日常生活支援総合事業として、

個々の状態に応じた訪問型サービスや通所型サービスの提供に係る費用、８５，６６

２千円、介護予防ケアマネジメント事業に１１，９０４千円を計上した。また、高額

介護予防サービス相当事業に２５６千円、高額医療合算介護予防サービス相当事業に

３０１千円を計上した。 

(3) 一般介護予防事業費は、生きがい対応型デイサービス事業や一般高齢者運動器機

能向上事業等の介護予防普及啓発事業に３１，６１３千円、介護予防サポーター養

成委託料等の地域介護予防活動支援事業に９４７千円を計上した。 

 

 ４ 基金積立金 

     介護給付費準備基金積立金に１千円を計上した。 

 

 ５ 公債費 

介護保険事業運営の中で、財源不足が生じた場合の一時借入金にかかる利子とし

て１００千円を計上した。 

 

 ６ 諸支出金 

 (1) 第１号被保険者保険料の還付金として、３，５００千円を計上した。 

 (2) 第１号被保険者保険料の還付加算金として、４０千円を計上した。 

 (3) 国、京都府及び社会保険診療報酬支払基金に対する保険給付費負担金等の返還金が

生じた場合のために償還金として、１千円を計上した。 

 

 ７ 予備費 

  予備費については、５，０００千円を計上した。 

 


